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1は じ め に
一方当事者によってなされた 「事実上の陳述」を相手方が認めた場合,自己
に不利益な陳述を行なった当事者との関係では 「裁判上の自白」が成立する。
裁判上の自白が成立す ると,当 該事実についての裁判所の審判権は排除される
ため,裁 判所がこれについての証拠調べ を行なうことは許されな くなる(179
条)。また,自 白当事者 自身 も自らのな した自白に拘束 されて自由な撤回をす
ることが許 されなくなる。裁判上の自白が成立することによって当事者間の争
点は減縮されるため,,有効な自白の成否が審理の促進の鍵となる。それでは,
一方当事者が行なった 「法律上の陳述」を相手方が認めたという場合,こ のよ
うな当事者の陳述の一致 には一体いかなる意味ないし効力が認められるであろ
うか。これが本稿において検討する問題である。
この問題について法は明文の規定 を置いていない1)。そこで,問 題の解決は
1)もっ とも,旧 民法証拠編 には次のような規定が置かれていた。
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もっぱら解釈 にゆだねられることになる。判例 ・学説は一般にこの問題を裁判
上の自白の対象の問題としてとらえ,次 のように場合 を分けて論 じきた。すな
わち,第 一 に,法律上の陳述のうち,法律上の意見や経験則についての陳述は
相手方がこれを認めても裁判上の自白とはならず,裁 判所がこれに何 ら拘束 さ
れることはない(この点については判例 ・学説上基本的な意見の一致がある)。
第二に,自 己に不利な権利関係や法律効果の存否,殊 に先決的な法律関係につ
いての陳述につき,こ れを認める旨の相手方の陳述を講学上特に 「権利自白と
呼ぶ。権利 自白の効力については見解の対立があるが,通説は次のように説 く。
(i)権利自白は本来の裁判上の 自白ではない。しか し,それではかかる当事者の
陳述の一致には何 らの効力も認められないのかといえばそうではなく,権利 自
白がなされると自白者の相手方は一応その権利主張を理由づける必要がなくな
る。ただ し,この場合は,裁 判上の自白の場合 とは異なって確定的に裁判所の
判断を排除す るわけではないので,そ の基礎 となる事実が弁論に現れて認定 さ
れる限 り,裁判所はこれに反する法律判断をすることは可能である。以上 とは
異な り,㈹法律用語でなされた陳述であっても,真正の裁判上の自白となる場
合 もあ り,それは自白者による陳述が具体的な事実関係の表現 と認められる場
合 特 に売買や賃貸借 をしたとい うような常識的な法律観念 を用いた場合
である,と 。以上が通説の説 くところであるが,こ れに対 しては,先 決的
法律関係についての陳述 も裁判上の自白の対象た りうるとする反対説も有力に
主張されてきたところである。
従来の見解は,通 説にしろ,あ るいは反対説にしろ,問 題をもっぱら個別的
かつ周辺的なものとして位置づけてきたという印象をぬ ぐいきれない。しか し,
【参照条文】
旧民法証拠編第37条
① 自白ハ法律 ノ錯誤ノ為メ言消スコ トヲ得ス
② 然 レ トモ相手方 ノ権利ヲ直接又ハ間接二追認シタル者ハ其ノ権利 ノ原因及 ヒ
存続 ヲ争 フ権能ヲ失ハス
我妻榮編 『旧法令集』(有斐閣,1968年)による。
なお,本 条の意義については,星 野英一監修 『ボアソナー ド氏起稿再閲修正民法
草案註釈』(雄松堂出版,復 刻版,2001年)199頁以下参照。
法律上の陳述に対してなされた自白とその効力 2ヱヱ
この問題は法律 問題についての裁判所 と当事者 の役割分担に関す るものであ
り,む しろきわめて基本的かつ根源的なもの とみるべ きではないか。また,こ
の問題の背景にはそもそも裁判上の自白の手続的な構造をどのように理解する
かという重要問題が控 えていることは疑 うべ くもないところ,従 来は,裁判上
の自白そのものの手続構造が十分に解明されてこなかった。筆者は別稿で裁判
上の自白そのものの手続構造の解明を試みたが,そ れによれば,裁 判上の自白
は当事者間での争点の減縮を目的とする手続的な処分行為 として位置づけられ
るべ きであるとされた2)。そうだとすると,こ うした当事者間での争点減縮 を
事実上の陳述 に対 して裁判上の自白がなされたという場合に限らず,法 律上の
陳述について当事者の一致があった場合にも問題 とす る余地はないだろうか。
特に,平 成8年 に改正 された現行民事訴訟法が争点整理手続を充実させ,当 事
者の主張を十分 に整理 し,証明すべ き事実を明 らかにした上で集中的な証拠調
べを行 うという手続構造を前面に押 し出 した(182条)こととの関係でこうし
た視点はます ます重要になってくるのではないか と思われる。
以上のような問題意識のもと,本稿では法律上の陳述 について当事者の一致
があった場合の取 り扱いの問題につき,論 じてゆきたい。まず,わ が国の現状
と問題点を明 らかにする(皿)。そこでは,従 来わが国の学説は 通説であ
れ,反 対説であれ 問題を 「権利 自白論」の枠組みの中で捉 えてきたが,
はたしてこうした従来の議論が有効な理論枠組みを提供 して きたかを検討 し,
その問題点を明らかにすることとしたい。次に,従 来の学説が母法国 ドイツで
の議論の影響を受けていること,また,ド イッではわが国よりも議論の蓄積が
あることにかんがみて,ド イッにおける議論の展開をた どる(皿)。その際,
ドイッにおいて 「権利 自白論」が どのように形成され,展 開 していったのか と
いう点に立ち返るとともに,当 事者の行為の実質的評価 を基調 とする今 日の ド
イッ民事訴訟法学の有力な傾向か らは問題が どのように位置づけられるのかに
着目したい。以上 を踏まえた上で,わ が国における問題解決についての基本的
2)拙稿 「民事 自白法理の再検討(1)～(3・完)」一橋法学4巻1号299頁,
頁,同3号975頁(い ずれ も2005年)。
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な方向性を示 し(N),最後に,ま とめとする(V)。
∬ わが国における現状と問題点
1.判例及び下級審裁判例の動向
(1)法律上の陳述につ き当事者の一致があった場合の取 り扱いについては,
最高裁判決がい くつかあるほか,多 くの下級審判決が下されている3)。ここで
は,特 に最高裁判決を中心 にいかなる種類の(法 律上の)陳 述につ き,い かな
る効力が認められているのか,そ してそれはいったいどのような考慮 に基づい
ているのかを分析することによって判例の拠って立つ 「理論」を明らかにした
い。 もっとも,法律上の陳述 についての当事者の一致 と事実上の陳述 について
なされる裁判上の自白との間には必ずしも明確な区別の標識があるわけではな
く,両者の区別は相対的なものである4)。なお,こ こで取 り上げたケースは,
必ず しも網羅的なものではない。
(2)まず,最 高裁の判決をみてみよう。このうちで,拘 束力を否定したもの
としては,〔J1〕〔J2〕〔J3〕がある。
〔J1〕最判昭和30年7月5日民集9巻9号985頁
〔事案〕
本件は,消費貸借の借主が,貸主主張の金額につき消費貸借の成立 したことを認
3)判例 については,竹 下守夫 「判例綜合研究 ・裁判上の自白」民商法雑誌44巻3号
(1961年)88-100頁(判例法理は,当 事者間で法的効果のみ陳述 されそ こに一致
があれば自白が成立するのに対 して,法 適用の素材が訴訟に現れている場合(事 実
とそれへの法適用過程 も述べ られている場合)に は法的効果について両当事者の陳
述が一致 していても自白にな らないとする,とい う。),福永有利「裁判上の自白(三 ・
完)」民商92巻2号(1985年)161頁,田辺誠 「法的判断に関する当事者の権限
権利 自白を中心 として 」判例 タイムズ581号(1986年)50頁の諸研究 による紹
介がなされてお り,本稿 も判例の取捨選択をは じめ として,こ れ らに負 うところが
多い。
4)田 辺 ・前掲注3)52頁の指摘するところである。
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める陳述 をする一方で,貸 借 のさい天引 きのお こなわれたことを主張 しているとい
うケースである。
〔判旨〕
「Xは第一審 において,本 件公正証書記載の金130,000円について消費貸借 の成立
を認めたが,第 二審 にいた り,消 費貸借 に際 し,金19,500円を天引 されたから,消
費貸借 は金110,500円につ き成立 した もの と主張するにいた った こと,し か も右金
19,500円が天引された ことについては,す でにXが 第一審に提出し,陳 述 した訴状,
昭和26年6月5日 お よび同年9月10日附の各準備書面 に記載 されていることは,い
ずれ も記録 によって認めることがで きる。 してみれば,X主 張の事実は,本 件消費
貸借の額面は金130,000円になっているが,Xは その成立 に際 し金19,500円を天引 き
され,金110,500円を受け取ったにす ぎないとい うのであって,Xの 第一審における
金130,000円につ き消費貸借が成立 した趣旨の陳述 も,と もに本件消費貸借が成立す
るに至った事実上の経過 に基いてXが 法律上の意見 を陳述 した もの と認めるのが相
当であって,こ れ を直ちに自白と目するのは当た らない。 けだ し消費貸借 に際 し,
利息の天引が行 われた場合 に,幾 何の額につ き消費貸借の成立 を認めるかは,具 体
的な法律要件 たる事実に基いてなされる法律効果 の判断の問題であるか ら,天 引が
主張 され,消 費貸借の法律要件 たる事実が明 らかにされている以上,法 律上の効果
のみが当事者の一致 した陳述 によって左右 されるいわれはないか らである。従って
法律上 の意見 の陳述が変更 された場合,直 ちに自白の取消 に関す る法理 を適用す る
ことは許 されないといわなければならない。なお本件消費貸借 において天引利息が
あった とすれば,天 引利息中旧利息制限法の制限の範囲内の金額 と現実の交付額 と
の合算額 につ き消費貸借が成立す ると解す るのは,当 裁判所 の判例 とす るところで
あ るか ら……,本 件 において もこの趣 旨に従い,ま ずXが 現実 に交付 を受けた金額
を確定 し,そ の上で本件消費貸借 は金何円につき成立 したかを判示すべ きものであっ
て,原 審 は,自 白に関す る法律の適用 を誤った違法があるとともに理由不備審理不
尽の違法がある」。
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〔J1〕は,リ ーディングケース とされているものであるが,「法律上の意見
を陳述 したもの と認めるのが相 当」 としたうえで,「法律上の意見の陳述が変
更された場合,直 ちに自白の取消に関する法理を適用することは許 されない と
いわなければならない」,としている。これ と同様の理屈によったと思われる
もの として,次 の 〔J2〕及び 〔J3〕がある。
〔J2〕最判昭和31年7月19日民集10巻7号915頁
〔事案〕
本件は,地方議会議員選挙に関し,選挙人から選挙管理委員会を相手方として提
起された特定当選人の当選無効確認訴訟である。Xは請求の原因として当該当選人
の得票の一部の無効及び次点者に対する有効投票として若干票を追加すべきことを
主張し,Yは,こ のXの主張の一部を認めて,それぞれ一定の投票を無効及び次点
者に対するものとして有効であると陳述 した。 しかし,原審は 「投票の有効無効に
関する主張は,事実に基く法律上の見解の表明であって,事実そのものの主張では
ないから,たとえ原被告の見解が一致 していても,裁判所は 〔それに拘束されるこ
となく〕,投票の効力について判断しなければならない」とし,結論として,Xの請
求棄却。上告理由は,右の点を攻撃 して裁判上の自白に関する法則に違反すると主
張したが,最高裁は次のように述べて原審を支持した。
〔判旨〕
「投票の効力に関する当事者の主張は,事実そのもののみの主張ではなく,法律
の解釈適用に関する主張をも含むのであるから,裁判所は当事者の主張に拘束せら
れることなく,その効力の判断をなしうる」。
本件は,裁 判所は投票の効力 に関する当事者の主張に拘束 されないとしたも
のであるが,その理由として,当該主張が,「事実その もののみの主張ではなく,
法律の解釈適用に関する主張をも含」んでいることを挙げている。基本的に〔J1〕
と同様の立場 に立つ もの ということができようが,そ もそ も選挙訴訟に裁判上
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の自白法則 の適用があるべ きかどうかにつき疑問も残 る5)。
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〔J3〕最判昭和42年11月16日民集21巻9号2430頁
〔事案〕
本件は,第三者異議訴訟である。Yは,Xの 主張にかかる請求原因事実のうち,
訴外Aが相続により取得した目的不動産の所有権(共有持分2分 の1)の登記を完
了し,即日訴外Bと の間に締結した債権極度額10万円契約期間は予め定めず債権者
の都合により解約できる旨の根抵当権設定契約に基づきその登記をし,右抵当権の
債務を期限に弁済しないときは,代物弁済として右物件の所有権を移転すべき旨の
停止条件附代物弁済契約をなし,これに基き所有権移転請求権保全の仮登記を完了
したこと,その後Xが 訴外Bよ り右抵当権およびその被担保債権並びに停止条件附
代物弁済契約上の地位を訴外Aの 同意を得て譲り受け,その登記を満了したとの事
実を認めた。そこで,原審(大阪高裁第10民事部昭和40年9月30日判決)は,「右根
抵当権債務を期限に弁済しないときは,代物弁済として本件物件の所有権を移転す
べき旨の停止条件付代物弁済契約に基づき,Xのため……所有権移転請求権保全の
仮登記をなしたこと」を 「当事者間に争がない事実」として確定した。これに対して,
Yから代物弁済の文詞を用いるも,実際は譲渡担保としての所有権移転契約であっ
たと見るのが実際上妥当であったとして上告。
〔判旨〕
破棄差戻し。
「貸金債権担保のため不動産に抵当権を設定し,これに併せて該不動産につき停
止条件付代物弁済契約または代物弁済の予約を締結した形式が採られている場合で,
契約時における当該不動産の価額と弁済期までの元利金額とが合理的均衡を失する
ような場合には,特別な事情のない限り,債務者が弁済期に弁済しないときは債権
者において目的物件を換価処分し,これによって得た金員から債権の優先弁済を受
5)竹 下 ・前掲注3)459頁注(4)。
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け,もし換価金額が元利金を超えれば,その超過分はこれを債務者に返還する趣旨
であると解するのが相当である。そしてこのような場合には,代物弁済の形式がと
られていても,その実質は担保権と同視すべきものである……。すなわち,この場
合は,特定物件の所有権を移転することによって既存債務を消滅せ しめる本来の代
物弁済とは全 く性質を異にするものであり,停止条件成就ないし予約完結後であっ
ても,換価処分前には,債務者は債務を弁済して目的物件を取り戻しうるのである。
いま叙上の見地に立って本件を見るに,YがBか ら承継したAとの問の契約には
停止条件付代物弁済契約なる文言が使用されていたにせよ,原審としては,代物弁
済なる文字に拘泥することなく,すべからく,この観点に立って,その性質を明ら
かにすべきであったのである(Xは,原 審において,本件物件につき停止条件付代
物弁済契約が結ばれたことを認めているが,こ こで取 り上げているのは契約の解釈
についての法律上の問題であり,かりにその点についてまで当事者間で見解の合致
があるとしても,裁判所がこれと異なる法律判断をすることの妨げとなるものでは
ないのである)。」そして本件では 「目的物件に対し抵当権が設定されて」おり,かつ,
「右物件の価額が債権額に比 し遥に大であり,その間に不均衡のあることがYよ り
主張され,原審もその不均衡を必ず しも否定せざる以上,裁判所はすべからく釈明
権を行使すべきであり,その結果,右の事情の下において,も しYのいうところの
停止条件付代物弁済契約が,債権の優先弁済を受けることを目的とし,権利者に清
算義務を負わせることを内容とする一種の担保契約に過ぎないことが明らかになる
においては,Xの権利主張は,その債権についての優先弁済権を主張しその満足を
はかる範囲に限られるべ く,これを超えて,その地位をYに対抗せ しめ,その執行
を全面的に排除するがごときは,必要以上にXを保護 し,第三者に損害を及ぼすも
のとして,許 されないところといわなければならない。」
本件では,原 審が,停 止条件付代物弁済契約について争いのない事実 として
取 り扱った点が問題 となったわけであるが,こ の点につき最高裁が,本 件のよ
うなケースでは,裁 判所はすべからく釈明権 を行使 した上で,Yの いうところ
が本来の代物弁済契約を意味 しているのか,そ れ とも一種 の担保契約を意味し
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ているのかを明 らかにすべ きであると述べている点が注 目される。 もっとも,
最高裁は,こ れは契約の解釈 についての問題であ り,したがって法律上の問題
である以上,仮 にこの点についてまで当事者間で見解の合致があるとしても,
裁判所がこれ と異なる法律判断をすることは妨げられないとも述べている。
以上に対 して,〔J4〕〔J5〕〔J7〕〔J8〕は,証 拠に基づ く事実認定が排除され
るとしたケースである。
〔J4〕最判昭和30年9月27日民集9巻10号1444頁
〔事案〕
本件は,Xが訴外Aの連帯保証人であるYに対 して貸金の元金及び遅延損害金の
支払いを求めたケースである。原判決(東京高裁第2民事部昭和27年7月18日)は,
一方で,「X主張の事実中,Xが免許を受けた金融業者であること……は当事者間に
争いがない」としながら,他方で,「X提出のすべての証拠によっても,Xが免許を
受けた金融業者であることが認められない」として,「本件貸金に対する期限後の損
害金につき 〔旧〕利息制限法 〔5条〕の適用を排除すべき法律上の根拠はない」と
した。これに対して,Xは,Xが 貸金業取締法上の免許を受けた金融業者であるこ
とは両当事者間に争いのない事実であり,そうだとすると,本件消費貸借契約は商
行為とされるべきはずであるにもかかわらず,原審の判断は 〔旧〕利息判限法を適
用 しており違法であるとして上告。
〔判旨〕
「原判決がその理由前段において 『Xが免許を受けた金融業者であることは当事
者間に争がない』と判示しながら,その後段において,『X提出援用のすべての証拠
によってもXが免許を受けた金融業者であることが認められないから,本件貸金に
対する期限後の損害金につき利息制限法の適用を排除すべき法律上の根拠がない』
と判示 していることは所論……のとおりであって,この判示に即するかぎり,原判
決は当事者間に争のない事実を証拠上これを認めがたいとした違法があ」るが,し
かし 「原判決認定の事実によれば,本件消費貸借がその成立当時の商法施行法117条
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にいわゆる商事に当るものとは認められないから,当時施行の旧利息制限法5条 の
適用があるという趣旨にほかならない原判示は結局正当」であるとして,上告棄却。
本件では,Xが 免許を受けた金融業者であることは,「当事者問に争がない
ヘ へ
事実」 とされてい る。
〔J5〕最判 昭和36年12月27日民集15巻12号3152頁
〔事案〕
本件 は,い わゆるレッド ・パーヂに関する ものである。X会 社はYら を解雇 し,
続いて就業規則に則 り,Yらに対 して社宅明渡の訴えを提起 した。一審でX全 部勝訴。
二審でYら の控訴棄却。Yら の上告理由の1つ は,次 のようなものがあった。すな
わち,原 判決の引用する一審判決 は,Yら が共産党の同調者 であ ることは当事者間
に争いが ない と判示 して,証 拠 によらず にかかる事実を確定 しているが,共 産党の
同調者 なる概念 は,具 体的な事実関係 を表明するものではなくて,法 的価値概念で
あるか ら,原 判決が証拠によらずにYら が共産党の同調者であると確定 したことは,
民訴法257条(=現179条)の解釈 ・適用を誤った違法がある,と 。
〔判旨〕
「同調者であることを自認 したとい うことは,取 りも直 さず 同調者 であるという
事実 を認 めた ことに外な らない。従 って,そ こに所論 のいわゆる法律評価の加 えら
れる余地 などあるべ き筈 の ものではないのである。従って,原 審が同調者であるこ
とは当事者間に争が ない とし,こ れ を以 て当事者 を鵜束す るものとした判断は正当
である。」
本件では,Yら が共産党の同調者であることにつ き当事者間に争いがないと
して原審が証拠 にもとつ く事実認定をしなかった点について,「当事者が事実
を認めたことに外ならない」から原審の判断は正当とした。
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なお,傍i論としてではあるが,「使用貸借の事実を認める」との陳述 につ き,
事実 自白の成立 を認める趣 旨と思われるものとして,〔J6〕がある。
〔J6〕最判昭和35年2月12日民集14巻2号223頁
〔事案〕
Xは,家屋の所有権にもとづき,Yに対して,その占有部分の明け渡しを求めた。
Yは,当初Xら との間に使用貸借が存するものと主張し,Xは右の事実を認めたが,
その後,原審のロ頭弁論においてYは右主張を撤回し,YとXの 前主訴外Aと の間
には,右占有部分につき賃貸借契約が成立 しており,X〔ら〕は本件家屋の所有権
を取得すると同時に,右賃貸借契約にもとつく権利義務を継承 したものであると主
張した。原審が,「右自白が真実に反し且つ錯誤によるものであることの点について
何等立証がないから,右自白の取消は認められない」としていたのに対 して,Yは
右陳述を裁判上の自白と見るべきではないとして上告。
〔判旨〕
「自白 とは,自 己に不利益 な事実の陳述 をいうのであるか ら,… …本件 において
自白 とい うべ きものは,原 審の判断 した如 くYの 『本件家屋 の占有は使用貸借 に基
くものである』 との陳述で はな く,Xの なした 『使用貸借の事実 を認める』 との陳
述 であ り,そ の結果,Yと しては,使 用貸借 の事実については立証を要 しなくなっ
た ものにほかならない。 したがって,Yが 右主張 を撤回 し,新 たに賃貸借の主張 を
するにいたったとすれば,立 証 を要 しない主張を立証を要する主張に変更 したにと
どま り,こ れをいわゆる自白の取消 ということはで きない。 されば,右 主張の変更
のためには,従前の主張が箏奨に反し且つ錯誤に基いたとの主張立証を要すると解
すべ きではな」い。
本件で問題 となったのはYの 陳述の撤回であって,Xの それではないため傍
論 ということにはなるが,最 高裁は 「Xのなした 『使用貸借の事実を認める』
との陳述」が 自白に当たるとしている。ここでは端的に事実自白が問題とされ
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てい るよ うであ る。
〔J7〕最判昭和37年2月13日判時292号18頁
〔事案〕
本件 は,家屋明渡請求事件であ り,第二の買主X(未 登記)と第一の買主Yと が争っ
たものである。原審 は,そ の理由において次のように判示 した。すなわち,「訴外A
は本件家屋 を建築 して昭和30年3月15日その保存登記 を了 した上 同年4月20日Yに
これを売渡 し同月28日その移転登記を為 したことが認められる。Yは 昭和30年3月11
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ コも ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ
日本件家屋を訴外Aか ら買受けたと主張(当初はその買受当時法律上建物といえる
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ 　も へ
程度に完成 していたことを認めていたが後に右 自白を取消 し建物といえる程度には
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ くマ マ 　 ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ
完成していなかったと主張 したが右自白が真意に反し錯誤に基いて為されたことを
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ のも ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ
認むべき証拠がないのでその取消は効かない(一 傍点筆者))するがその登記のな
いことはY等の認めるところであるから仮に買受けの事実があったとしても第三者
であるXに対してはその所有権の取得を主張し得ない」,と。Yが上告し,原審口頭
弁論期 日においてなした 「本件建物は昭和30年3月11日の買受当時には未完成では
あったが法律上の建物として既に不動産化されていたものである」との陳述は法律
的意見,見解であり,自白には該たらないにもかかわらず,こ れを自白であるとし
てその取消は許されないとしたのは違法である,と述べた。
〔判旨〕
「当事者が法律的用語をもって陳述 しても,それが単なる法律上の陳述であるの
みならず,同時に具体的な事実関係の表現として事実上の陳述たる意義をも含むも
のと解せ られる場合には,その範囲において自白が成立することも可能であると解
すべきところ,本件記録によると,Yの代理人弁護士……は,所論のように原審に
おける昭和31年3月12日の口頭弁論において,本件建物は昭和30年3月11日の買受
当時には未完成ではあったが,法律上の建物として既に不動産化されていたもので
ある旨陳述したことが認められ,右陳述者の職業,法律的知識程度からすれば,か
かる陳述中には,少 くとも本件家屋が所論のような 『屋根および周壁を有し,土地
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に定着した一個の建造物』と認めうる状態にあったことを前提とする事実上の陳述
をも包含するものと解せられるから,この趣旨の自白の成立を認めた原審の判断は
正当であり,したがって,原審が本件家屋がXの買受当時建物といえる程度のもの
であったか否かにつき具体的に審理判断しなかったからと言って,原判決には所論
のような違法の点はな」い。
本件 は,当事者による不利益陳述の撤回が問題 となったケースであるが,最
高裁 は,本件建物が 「法律上の 『建物』 として既に不動産化されていたもので
ある」 との陳述 は,法 律上の陳述であると同時に,『屋根および周壁 を有 し,
土地 に定着 した一個の建造物』 と認めうる状態にあったことを表現する事実上
の陳述たる意義を含むとして,事 実自白の成立をみとめた原審の判断を正当で
あるとして,撤 回を許すべきではない とした。
次の 〔J8〕は,所 有権が問題となったケースである。実際の訴訟では,所 有
権について当事者の陳述の一致があるケースが少な くな く,この種のケースで
のいわゆる 「権利自白」の成立が争点の減縮 との関係で,特 に重要な位置を占
めることになろう6)。
〔J8〕最判昭和40年2月23日判時403号31頁
事案の詳細は明らかではないが,山林の処分禁止の仮処分を得た仮処分債権者が
当該山林の取得者に対して所有権移転登記の抹消登記手続を請求した事件である。
本件山林が仮処分債務者Aの所有であることについては当事者間に争いがなかった。
6)実 際において 「権利 自白」が所有権に関する訴訟で活躍することについては,野
田宏 「所有権訴訟 における立証責任」兼子一編 『実例法学全集 ・民事訴訟法 〔上巻〕』
(青林書院,1963年)164頁,166頁,伊東秀郎 「所有権に基づ く明渡請求訴訟の問
題」 『実務民事訴訟講座(4)』(日本評論社,1969年)29頁参照。 もっとも,所 有権 に
関す る権利 自白の問題が最高裁にまでのぼったケースは他 に見 当た らなかった。な
お,こ の問題 に関する下級審裁判例については,松 本博之 「制限附認諾 と先決的法
律関係の一致 した陳述」同 『民事 自自法』(弘文堂,1994年)141頁(168-175頁)
による紹介 と分析がある。
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これを判決において認定した原判決に対して,原判決と同一構成の裁判官が別件訴
訟においてAの所有権を否定する判決をしていたとして上告がなされた。「原判決お
よび一件記録によると,X・Y間 においては,本件山林の所有権取得の経過につい
て互いに主張の相違があっても,昭和23年2月訴外Aが本件山林の所有権を取得 し
たこと,および同年5月5日 訴外Bか ら訴外Aあ てに所有権の移転登記がされてい
ることは当事者間に争いがないものとされていることが認められる。したがって,
訴外Aが本件山林の所有者であることが当事者間に争いがないと解される以上,原
判決が訴外Aを本件山林の所有権者であることを前提として判断することは許され
るべきであるから,所論別件訴訟において,原判決と同一構成の裁判官が,本件判
決と異なり,所論のように訴外Aが 所論の山林について無権利者である旨を判示 し
たからといって,ただちに原判決に所論のごとき違法があるとはいえない」。 一
上告棄却。
本件は,訴外Aが 本件山林の所有者であることが当事者間に争いがないと解
される以上,「原判決が訴外Aを 本件山林の所有者であることを前提 として判
ヘ ヘ ヘ へ
断することは許される」 としたものである。すなわち,本 件は,昭 和23年2月
訴外Aが 本件 山林の所有権を取得 したこと,お よび同年5月5日 訴外Bか ら訴
外Aあ てに所有権の移転登記が されていることについて当事者間に争いがない
ものとされ,そ の結果 として,訴 外Aが 本件山林の所有者であることにつ き当
事者間で争いがないものとされたというケースであって,端 的に訴外Aが 所有
者であることについての自白があった というケースではない。
(2)次に,下 級審裁判例の うち,特 に過失があったことを認める旨の陳述 に
ついて判断 した,〔J9〕及び 〔J10〕を見ておこう。「過失」の 自認は,一 般 に
は 「権利 自白」の問題ではないとされるようであるが,少 なくとも問題状況が
類似 していることについては特 に異論はなかろう。〔J9〕は拘東力を否定 した
のに対 して,〔J10〕はこれを肯定 している。
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〔J9〕神戸地判昭和41年7月11日判 タ194号159頁
〔事案〕
本件はXか らYに対してなされた使用者責任(民法715条)に基づ く損害賠償請求
事件であり,その中で運転手である訴外Aの過失が問題となった。Yは 当初 「訴外
Aにある程度の過失があった」旨陳述 したが,後にいたってこの陳述を撤回すると
述べた。これに対してXは右陳述は自白であり,自白の撤回には異議があると主張。
〔判旨〕
「『過失』は専門的知識を必要とする法律的概念であり,具体的事実に対して法律
的判断を加えて得られた結論である。従って,本来自白の対象とされる具体的事実
くママラ
そのものではない というべ きである。ただ専 門的知識 をもち具体的事実 を熱知 し,
その事項の意義を正当に理解 し,総括的結論 として 『過失』があった旨陳述 した場合,
例外的に固有の自白としての効力を認めて差支ない というにす ぎない。」
もっ とも,結 論 としては,「Yは,本 件事故 を起 こした運転者ではなく,具 体的事
くママラ
実関係を熱知していたとは言えず,又専門的知識を有する弁護士等がいまだ関与し
ていない段階での陳述であるから例外的に自白としての効力が認められる場合にも
該当しない」,とした。
本件は,「過失」 を 「法律的概念であ り,具体的事実に対 して法律的判断を加
えて得 られた結論であ」 り,「本来 自白の対象 とされる 〔べ き〕具体的事実そ
のものではない」 としつつも,「専門知識 をもち具体的事実を熟知 し,そ の事
項の意義を正当に理解 し,総括的結論として 『過失』があった旨陳述 した場合」
には,「例外的に固有の自白としての効力を認めても差支えない」,との注 目す
べ き判断を示 している。「過失」のごとき評価的な要件事実については,「過失」
その ものを主要事実 とする立場 と 「過失」 に該当する具体的な事実を主要事実
とし,「過失」は法的評価であるとする立場 とがあ り,学説上近時は後者の見
解が有力であるが,本 件判旨も後者の立場 に立ちつつ,し か も固有の自白の成
立の余地 を認めたものである。もっとも,結論 としては自白の成立を否定 して
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い る 。
〔J10〕東京地判昭和49年3月1日下民集1～4号129頁
〔事案〕
本件は,雫石事故といわれる全日空機と自衛隊機との衝突により死亡した乗客の
遺族からの国賠請求事件である。Xら はAとBの 過失を概ね次のように主張した。
すなわち,Aの過失として,(i)飛行制限区域であるJl1Lに進入する可能性を考慮 し
て,Aは教官としてBに対し 「教官機 との関係を維持するだけに専心せず,四 囲の
状況をも十分注意 して操縦するよう指示を与える義務があるのに拘らず,これを怠
り,Bに対し右の指示をしなかった」過失,㈹やむを得ない場合を除き訓練飛行を
禁止されたJl1L付近に侵入しないように訓練すべき注意義務を怠 り,地文航法のみ
によって飛行を行いJIILに進出した過失,㈹Aは 「飛行技術の未熟なBの教官とし
て,訓練機の動向等を注視し,適切な飛行の助言を与える注意義務」があるのに,
これを怠ったため全日空機の発見が遅れ適切にBに対する接触回避指示が遅れた過
失,Bにつき,(iv)民間機と接触することも予想されるJl1Lに進入してして訓練がな
されるのであるから 「膏に教官機との関係位置を維持するのみならず,四囲の状況
を充分注視して操縦すべき注意義務があるのに,これを怠り,全日空機の発見が遅れ,
接触2秒前に全日空機を視認したにすぎなかった」点における過失,である。
Y(国)は,X主 張の過失を否認したが,し かし,さらに 「もっとも,Yは本件
事故の発生につき自衛隊機に過失があったことを認める。すなわち,本件事故は,
全日空機および自衛隊機2機 の双方において,有視界気象状態における安全確認上
の注意義務(見張 り義務)に欠けるところがあり,双方の過失が競合 して発生 した
ものである」と陳述した。
〔判旨〕
請求認容。
「おもうに,過失とは,加害行為者がその加害行為に基因する損害発生の結果に
対する注意義務に違反したことに対する法的な評価であるが,注意義務違反なる評
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価は,加害行為がなされた当該状況において法が望ましいものとして加害者に要請
する行為(以下結果回避行為という。)に出なかったことに対する批難にほかならな
い。それ故,訴訟において過失を主張する一方当事者は,注意義務違反の評価を導
く加害者の具体的加害行為およびそれがなされた当該状況の主張(事実関係の主張)
と加害者のとるべき特定の結果回避行為の提示(過失における法的評価の提示)を
するのである。そして,右結果回避行為は,加害行為 と当該状況,す なわち事実関
係が具体的であればあるほどに,それと相関的に,時刻 ・場所 ・行為の態様等の標
識によって特定化され,且つ具体的内容を備える。Xらの主張もまさにそのような
内容のものであることが明らかである。これに対し,Yの前記陳述とその基本にあ
る弁論態度は,Xら主張の事実関係をその具体的内容の細部にまで亘って真実であ
るとするかどうか,又原告ら主張の特定の結果回避行為が本件の場合に妥当するか
どうかはともかく,自衛隊機2機 が有視界気象状態における安全確認(見張り)措
置をとらなかったことおよびこれが注意義務に違反するものであることを認めると
いうにあ り,これは,およそ人は他人の生命の安全を侵害しないよう振舞うべきで
あるのに,これを怠ったという過失の抽象的観念にほど近い内容であって,いわば
かなり抽象的な次元において,Xら の過失の主張と符合する陳述をしたことに帰着
する。Yが本件第3回口頭弁論において,右陳述の釈明として 『Yは本件 自衛隊機
の包括的,一般的過失を認める。』と述べたことも,右陳述をそのように理解する支
えとなるであろう。
しかし,当裁判所は,《証拠略》により,Yが本件事故の状況につき,詳細且つ周
到に事前調査を行って事実を認識し,その事実につ き正しく法的評価をなし得る能
力を有し,もとより陳述の内容を正当に理解しており,自衛隊機2機の有過失とい
う結論のみを裁判の基礎とすべき意味において前記陳述をなしたものと認められる
本件においては,前記陳述は事実の自白に該当し,裁判上の自白の拘束力を有する
ものと判断する。」
本件 も 〔J9〕と類似の判断を示 した ものである。すなわち,過 失が法的評価
であることを前提 としつつ も,本件におけるYの 陳述は 「事実の自白に該当し,
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裁判上の自白の拘束力 を有するもの」 とした。
(3)以上の検討から次のような分析を得 ることができる。すなわち,最 高裁
は,当 事者の陳述に拘束力 を否定する場合にはこれを 「法律上の意見を陳述」
(〔J1〕),「事実その もののみの主張ではなく,法律の解釈適用に関する主張 を
も含 む」(〔J2〕)あるいは 「契約の解釈 についての法律上の問題」(〔J3〕)との
理由づけをもってこれを否定 している。 これに対 して拘束力を肯定する場合 に
は,端 的に 「当事者間に争いがない」 と述べ るに とどまっているもののほか
(〔J4〕,〔J8〕),「当事者が事実を認めたことに外ならない」(〔J5〕),あるいは
「単 なる法律上の陳述であるのみならず,同時に具体的な事実関係の表現 とし
て事実上の陳述たる意義を含む」と述べているケース もある(〔J7〕)。このほか,
傍論 として 「使用貸借の事実を認める」 との陳述が(裁 判上の)自 白にあたる
とするものもあった(〔J6〕)。
いずれにせ よ最高裁は,問 題を処理する枠組み として,「権利自白」 という
観念 を全 く用いてはいない というだけは確認できよう。結局,判 例 は,裁判所
に対する拘束力を否定 し,撤回を認めるのが妥当な場合には,「法律上の陳述」
として処理 し,逆に,撤回を認めることが妥当でないと思われる場合 には,「事
実上の陳述(=事 実 自白)」として処理するとい う枠組みを採用 していると見
るべ きではないだろうか。そ うだとするならば,こうした取 り扱いの背景には,
次のような事情を看て取 ることができよう。
すなわち,そ もそも法律上の陳述につ き当事者の一致があった場合の取 り扱
いについての規定はな く,それにもかかわらず,当 該陳述の一致に基づいて裁
判所の審査を排除 し,かつ陳述の撤回を封 じることによって,後 に争いが生 じ
ないようにしようとするのであれば そのための新たな解釈枠組みを構築
するよりも むしろ事実自白として しまった方が処理 としては容易である
ということである。 これによれば,逆 に拘束力を否定する場合には,当 該陳述
は法律上の陳述であったと説明することになる。一方で,〔J7〕が,「単なる法
律上の陳述であるのみならず,同 時に……事実上の陳述たる意義を含む」 と述
法律上の陳述に対 してなされた自白とその効力 227
べ て当事者の撤回を封 じているのに対 して,他 方で,〔J2〕が 「事実その もの
のみの主張ではなく,法律の解釈適用に関する主張を含む」 と述べて,裁 判所
に対する拘束力を否定しているのも,こ のことを裏打ち しているのではないだ
ろうか。
これ と関連 して,判 例では,事 実 自白の成否が,(自白者の)相 手方の陳述
が事実上の陳述であるかどうかによってではなく,自 白者の陳述が事実上の陳
述であるか否かによって判断されているということにも注意 してお く必要があ
ろう。本来,事 実 自白の成否を問題とするのであれば,相 手方の陳述が自白の
対象た りうるか否かを論 じるのが通常ではないだろうか。にもかかわらず,判
例が,相 手方の陳述ではなく,自白者の陳述 をもって,そ れが事実上の陳述で
あるか否かを問題としているということは,当 該事案において問題 となってい
るが,事 実上の陳述についての自白なのか,そ れとも法律上の陳述 についての
当事者の一・致なのか ということが効力の決定にとって重要なのではな く,む し
ろ自白当事者が 自らの陳述 を 「事実 自白」 として取 り扱 うことに同意 している
か どうかということの方が決定的であるということを意味しているように思わ
れる。このように理解 してはじめて,裁 判例 〔J9〕及び 〔J10〕が 「過失」の
陳述に,例 外的な形として,事 実 自白としての効力を認める余地を認めたこと
の説明 も可能になるのではないだろうか。
結局,判 例によれば,一 方当事者の行 った法律上の陳述を相手方が認めた と
いう場合,裁 判上の自白の場合 と同様に,当 該陳述の一致には裁判所に対する
拘束力が認め られ,か つ不利益 な陳述 を行った当事者による自由な撤回は許さ
れな くなるとされるが,こ れらの拘束力の基礎には,当 該不利益陳述を事実自
白として取 り扱 うという当事者の意思が置かれていると見るべ きではないだろ
うか。こうした意思の確認は,釈 明権の行使を通 じて行われることになろう。
以上が判例ないし裁判例から読み取れる点であるが,こ のことのみか らでは
なお問題の理論的な位置づけは十分には明らかになってはこない。そこで,次
に,従 来の学説を検討 してゆ くこととしよう。
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2.学説の状況
(1)当事者の法律上の陳述が一一IStした場合 に,こ れに一体いかなる意味ない
し効力が認められるかという問題 について,学 説は一般 にこれを裁判上の自白
の対象 の問題として位置づけ,議 論 を展開してきた7)。それによると,法規や
経験則 は裁判上の自白の対象 とな りえないとされ,こ れについては基本的には
争いはない8)。これに対 して,自 己に不利な権利関係や法律効果の存否
殊 に,先 決的な法律関係のそれ については,そ れが裁判上の自白の対象
足 りうるかどうかにつ き争いがある。後者の自己に不利な権利関係や法律効果
の存否を認める旨の陳述のことを講学上 「権利自白」 と呼んでいる9)。
(2)通説は,権 利自白の効力につき,次 のように説 く10)。
7)こ れに対 して,松 本 ・前掲注6)は,先 決的法律関係についての両当事者の一致
した陳述の拘束力の問題につ き,そ れは裁判上の自白と請求の認諾の中間に位置づ
け られるべ き問題 と考 えられる,と する(194頁)。
8)も っ とも,田 辺 ・前掲注3)は,法 規 ・経験則の内容 ・解釈や具体的事実の構成
要件該当性の問題 なども含めて(50頁),法律問題 に関しても両当事者の一致があっ
た場合にも,裁 判所は原則 としてこれに拘束 されるとい う注 目すべ き研究を展開し
ている。ただ,そ こで検討 されている法律問題についての両当事者の一致の問題 と
裁判上の自白との関係はなお明快ではないようにも思われる。
9)兼 子一 『新修民事訴訟法体系』(酒井書店,増 補版,1965年)245頁以下,三 ヶ月
章 『民事訴訟法』(有斐 閣,1959年)287頁。 もっとも,厳 密には前提 となる法律関
係についての自白のみを指 して 「権利 自白」 というか(三 ヶ月),それとも,「請求
の放棄 ・認諾」 も含めてこれ らの上位概念 として 「権利 自白」 という言葉を使 うの
かは(兼 子),必ず しも意見の一致はないようである。ここでの議論 との関係では,
後者 を特 に「広義の権利 自白」と呼んでおけばた りよう。坂原正夫「権利自白論(一)」
法学研究(1970年)2100頁注(2)も参照。 ちなみに,《訴訟行為論》 との関連では,
次の点が興味深い。すなわち,兼 子博士 は,「法律上の陳述」 を 「広義の法律上の
陳述」,すなわち 「法規の存否,内 容又 はその解釈適用に関す る意見の陳述」と 「狭
義の法律上の陳述」,すなわち 「具体的な権利関係の存否,具 体 的な法律効果の発
生に関す る自分の認識判断の報告 としての陳述」 とに区別 し,相 手方が 自己に不利
なそれを認める陳述を 「権利 自白」 と論 じているのに対 して(兼 子 ・208頁以下),
三ヶ月博士は,前 提事項たる権利関係の主張 はたしかに観念上は法律上の主張の一
種ではあるが,し か し,機 能的には事実上の主張 と同 じであると述べて,こ れを相
手方が認めれた場合,事 実上の主張についての 自白と同様の効力が与えられる(権
利 自白)と している点である(三 ヶ月 ・272頁以下)。
10)兼子 ・前掲注9)246頁,同 「相手方の援用せ ざる当事者 の自己に不利 なる陳述」
『民事法研究 〔eg-一巻〕』206-207頁,小 山昇 「自白」『全訂民事訴訟法(下 巻)』(青
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権利 自白は,本 来の自白ではない。 もっとも,権利 自白がなされると相手方
は一応その権利主張を理由づける必要がな くなるが,し か しこれも確定的に裁
判所の判断を排除するわけではないので,そ の基礎 となる事実が弁論に現れて
認定される限 り,裁判所 はこれに反する法律判断をす ることは可能である。 こ
れに対 して,た とえ法律用語でなされた陳述であっても,そ れが具体的な事実
関係の表現 と認め られる場合は,真 正の自白となり,特に売買や賃貸借 をした
というような常識的な法律観念 を用いた場合がこれにあたる,と 。
それではなぜ,権 利 自白がなされると当該陳述を理由づける必要がなくなる
のであろうか。 この点通説か らの説明は必ず しも詳 らかではないが,「弁論主
義の影響を受ける」からとい うのが,そ の理由のようである11)。
以上のような通説は,前 提事項 についての陳述は,本 来の裁判上の自白の対
象ではない とするものであ り,その意味でこれを 「否定説」 と呼ぶことができ
よう(もっとも,「常識的な法律概念」を用いた陳述の場合 には 「真正の自白」
の成立す る余地が認め られているが)。しかし,そ れでは権利 自白にはいかな
る効力 も認めないのかといえばそうではなく,「理由づけの必要性を排除す る
効果」 という裁判上の自白の もつ裁判所に対する拘束力(立 証排除効)と 機能
的に類似する効力を認めている。そうだとすると,なぜ権利自白がなされると
当該陳述を理由づける必要性がなくなるのかが,さ らに問題 となって くるが,
この点についての説明は必ず しも詳らかではな く,「弁論主義の影響を受ける」
か らというのが,一 応理由となっているもの と思われる11)。もっとも,こ の
林書院新社,全 訂版,1969年)98頁以下,岩 松三郎=兼 子一編 『法律実務講座 ・民
事訴訟編 〔第四巻〕』(有斐閣,1961年)19頁以下(な お,同 書 は,実 務 も,こ の通
説に従って処理 されているものと思われるとして,東 京地判昭和31年9月14日下民
集7巻9号2516頁を引用す る。同書 ・20頁及び23頁注5)),山木戸克己 『民事訴訟
法講義』(三和書房,1954年)141頁など。
11)兼子 ・前掲注9)2Q9頁。もっとも,ここで言 うところの 「弁論主義」とい うのが,
処分権主義をも含んだ広義の意味で用いられているのか,判 決資料の基礎 となる事
実を当事者の弁論か らだけ採用するという狭義又 は本来の意味で用い られているか
は(広 義の弁論主義 と狭義の弁論主義については,同 ・198頁参照),必ず しも明ら
かではないようように思 われる。 また,兼 子 ・前掲注10)論文206頁以下 は,次 の
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拘束力は裁判上の自白のそれと比較 して決定的に弱 く,しかも,当事者による
不利益陳述の自由な撤回は許容されているようである。
(3)これに対 して,有力説は,小前提 となる法律関係(前提 となる法律関係)
については自白の成立を認めることができると説 く12)。その理 由は,自 白の
対象 となりうるのは 「事実」に限 り,「法規」や 「経験法則」は自白の対象 に
ならないが,こ のことは,見 方をかえていえば法的三段論法の 「小前提」 に関
してのみ 自白が成立 し,「大前提に属する部分」 には及 ばぬ ことを示す ものに
ほかならないか らというにある。
以上のような有力説は,小前提 となる法律 関係についても 「事実自白」の成
立を認めるものである。かかる 「肯定説」に立つならば,そ もそも 「権利自白」
なる概念を立てる法技術 的な意味いかんも問題 となってこよう。ただ,こ の点
につき,も し三ヶ月博士のごとく,自白者がその自白の内容を正当に理解 して
いたかということを問題 とし,「日常用いられていて通常人がその内容を理解
している程度の法律概念」であることが要請されるとして,法 的推論に錯誤が
あると認められる場合には,「事実 自白」 よりも広 く撤回の余地を認めるとす
るのであれば,や は りその限りで,「権利 自白」 とい う概念を立ててお く法技
ように述べている。「訴訟物たる法律関係の存否の判断の先決問題たる法律関係の
存否に関する当事者の陳述が自白の対象たり得るかに関しては学説の分れる所では
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ 　も ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ
あるが……,法 規の適用即ち法律効果の判断 は裁判所の職権調査事項 であるか ら
(傍 点筆者),既 に法律要件たる事実が陳述せ られてゐる以上之に附する法律
効果のみを当事者の一致せる陳述 を以て して も左右 し得 ざるものと謂 はねばならな
い。唯何等理由づけられて居 ない……法律関係の存否を単純 に陳述 した場合には相
手方が之を争 はざる限 り,こ れを理由づける責任 ……を免かれ しむるのであるが,
仮令相手方之を承認するも裁判上の自白とは異な り,当 事者は何時なりとも自由に
其の見解を変更 し,或は之に異る法律関係 を理由づけ得ると解する正当と信ずる」,
と。
12)岩松三郎 「民事裁判 における判断の限界」同 『民事裁判の研究』(弘文堂,1961年)
124頁以下及 び三ヶ月 ・前掲注9)387頁以下が代表的。そのほか,ニ ュアンスの違
いはあるが,法 律 関係 の自白を認める見解(肯 定説)と して,次 の ものがある。坂
原正夫 ・前掲注9)2090頁,新堂幸司 『新民事訴訟法』(弘文堂,第3版 補正版,2005
年)499頁以下,柏 木邦良 「自白」小山昇ほか 『演習民事訴訟法(上)』(青 林書院
新社,1973年)425頁以下など。
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術的な意味があるのか もしれない。ちなみに三ヶ月説が,「所有権」につき権
利 自白の成立 を認める裏 には,そ れが 「日常用い られていて通常人がその内容
を理解 している程度の法律概念」にあたるとの認識があるものと思われるが,
これは通説の代表的論者である兼子博士が 「所有権」を 「常識的な法律概念」
から除外し,事 実自白の成立を否定しているように思われる点 と比較 して非常
に興味深い13)。この点に関連 して肯定説 を採る論者の中には,自 白した法律
関係の内容を理解 した うえで,そ の権利を争わない意思が明らかである場合に
のみ自白の成立を認めるべ きである,と して,自 白当事者の意思を重視するも
の もあ り,注 目に値する14)。
(4)以上,通 説及び有力説 を見てきたが,両 者は一見真っ向か ら対立する見
解の ように見えながら,次 のような共通した思考があるように思われる。第一
に,そこでは 「権利 自白」を 「自白以外」に整除すべ きか(通説),それとも 「自
白」に整除すべ きか(有 力説)と いう問題もさることなが ら,いわゆる 「権利
自白」 という当事者の行為に対 していかなる効力を認めるべ きか,と いうこと
の方をむしろより重要な問題 としているように思われる点である。すなわち,
一方で,通説も権利 自由に 「理由づけの必要性を排除する効果」とい う裁判上
の自白類似の効果を認めているし,他方で,有 力説の中にも事実自白よりも広
く撤回を認めることによって権利 自白の特殊性 を顧慮 している見解 も見 られ
た。第二に,両 者の背景には,「事実問題」 と 「法律問題」の区別が,き わめ
て重要な問題として前提 とされているように思われる点である。通説が権利 自
白を真正の自白ではないとするのは,そ れが法律上の陳述に対 してなされるも
のであるからとい う点にあると思われ,他 方,有 力説がこれを成立段階におい
ては真正の自白と区別しないのは,そ れが 「事実」 と同様に 「小前提」に属す
るものに対 してなされるか らである。
しか し,そ うだとすると両者は実は共通する問題点をも抱えていたのではな
13)三ヶ月 ・前掲注9)387頁以下。兼子 ・前掲注9)246頁も参照。
14)新堂 ・前掲注12)499頁以下 を嗜矢 とする。
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いだろうか。すなわち,両 者はいずれも裁判上の自白との類似性及び特殊性 に
着目しつつ権利自白の効力を明らかにするというきわめて正当な方向性を示 し
つつ も,なお当事者の行為の法律 という面か らの切 り込みが不十分だったので
はなかろうか。実際の裁判における審理過程は,単純な法的三段論法のみによっ
てなされるのではな く,当事者双方による「法的観点」の想定 とそれに基づ く「事
実」の提出を通 じた攻撃防御によって成 り立っている。にもかかわらず,従 来
の学説の立場 は,法 の解釈適用がもっぱら裁判所の立場か らのみなされること
を一面的に強調するものであって,当 事者による具体的な攻撃防御方法の提出
に十分に目を向けたものではないと言わざるを得ないのではないか。殊に,広
く当事者間での陳述の一致に争点減縮機能を認めてゆこうとするのであれば,
問題 をもっぱら裁判所の立場か らのみ眺めるのは不十分であ り,当事者の具体
的な攻撃防御方法の提出過程に目を向けてゆ く必要があると思われる。
しか し翻って考えるに,従 来の学説が当事者の具体的な攻撃防御方法の提出
過程に十分に目を向けてこなかったことには,事 実自白に関する従来の論議の
あ り方 殊に,裁 判上の自白が当事者の意思に基づ く処分行為であること
を否定したビューローの自白論の決定的な影響 を受けた裁判上の自白の構造理
解 が大 きな影響 を及ぼしていることは否定できないであろう。このこと
は,わ が国のいわゆる 「権利自白」に関する学説の展開に決定的な影響 を及ぼ
した,ド イツにおける議論の展開を改めて検討する必要性 を強 く示唆するもの
である。そこで,次 に,ド イッにおける 「権利 自白」の概念史の展開を見てゆ
くことによって,権 利自白に関するわが国の現在の学説の取 り扱いが,裁 判上
の自白(事 実 自白)の 構造理解に関する論議の展開ないし変質との関係でどの
ように形成されてきたのかを明 らかにするとともに,先 に見たわが国の判例法
理に合致 し,しかも,当事者間での争点減縮に資する実務上有用な新たな理論
を提示するための方向性を模索 したい。
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皿 ドイツにおける議論の展開
以下の史的考察 においては,ま ず,普 通法学説 を確認 した上で(1.),1877年
の ドイツ帝国民事訴訟法 とドイツ大審院の判例の展 開を一瞥することによっ
て,問 題の所在を明 らかにし(2.),これらの上に立って学説の展開を見てゆ く
こととしたい(3.)。
1.普通法訴訟の下での状況
裁判上の自白には裁判所による事実認定を排除するという効力が与えられて
いるのに対 して,裁 判外の自白には手続形成とは無関係に一種の 「証拠」 とし
て機能が認められているにす ぎないが,こ のような裁判上の自白と裁判外の自
白の効力の区別お よびその本質的な相違 を明らかにしたことは,19世紀 ドイツ
普通法訴訟学説の一つの大きな成果であった15)。すなわち,裁 判上の自白と
裁判外の 自白の効力の区別を最初 に明 らかにしたのはベー トマン=ホルヴェー
クであ り,その後,そこか らさらに進んで,両者の本質的な相違 を明 らかにし,
前者の本質および重要 な効果が 「対立する主張の係争部分と非係争部分の間の
限界 を確定すること」にあるのに対 して,後 者の本質は証拠方法であることを
明らかにしたのがサ ヴィニーであった16)。これによって,裁 判上の 自白は,
主張段階における手続的な処分行為 としての位置づけを得,こ うした理解が,
その後の普通法訴訟学説 によっても支持されることとなる。
ところで,以 上のような普通訴訟法学説が,一 般に,裁 判上の自白の対象 を
狭い意味での 「事実」に限ることな く,広 く 「法律関係」についても広 く有効
な「自白」の成立 を認めてきたことはすでに指摘 されているところではある17)。
例えば,こ の点について比較的詳細 な叙述 をしているベー トマ ン=ホルヴェー
クは,次 のように述べている。
15)この点 につき詳細は,拙 稿 ・前掲注2)(2)475頁以下参照。
16)詳細 は,拙 稿 ・前掲注2)(2)479頁以下参照。
17)松本 ・前掲注6)185頁。
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「裁判上の自白は相手方の事実上の主張を対象とする。当事者の陳述が効力を持
たないような法命題のみが除外される。したがって,自白者が意味的な認識または
自らの認識に基づいて知 りうるような純然たる事実だけでなく,自然の推論によっ
て多かれ少なかれ確信を持ちうるような事実,ま さに法律家的な知識と法的推論な
しには陳述されないような法的な事実をも対象とする」と18)。
ここで興味深いことは,裁 判上の 自白の対象 とな りうる 「相手方の事実上の
主張」の中には,「純然 たる事実」のほかに 「法的な事実」 も含 まれるものと
されてお り,それらについて 「裁判上の自白」が成立 しうるとしてされている
ことである。同様の記述は,そ の後の普通法訴訟学説の文献の中にも見て取 る
ことができる19)。そ こでは法律関係について も裁判上の 自白が成立 しうるこ
とが当然の事柄 とされてお り,しか も,裁判上の自白が 「事実」 を対象 とする
場合 と 「法律関係」を対象 とする場合 とで後者の場合 に多少の変容を加えるべ
きか どうかについても,十分な議論はなされてはこなかったようである。そこ
では,そ もそも 「権利自白」なる概念 も登場することはなかった。
2。CPOの 立法 とその後 の判例 の展 開
(1)CPOは,261条か ら263条(ニZPO288～290条)に「事実 自白」 につい
て の規 定 を,277条(ニZPO306条)に「請求 の放 棄」,そして278条(=ZPO307
条1項)に 「請 求の認諾」 につい て規 定 を置 いた20)。
18)Bethmann=Hollweg,UeberdasgerichtlicheundauBergerichtlicheGestandniB,
inders.,VersucheUbereinzelneTheilederTheoriedesCivilprozesses,1827,S.
250ff.(S.304f,).
19)J7Vetze〃,SystemdesDeutchenZivilprozeBrechts,3.AufL,1878(Neudruck
Aalen1969)S.172;Renaud,LehrbuchdesGemeinendeutchenCivilprozeBrechts,
2.AufL,1873,S.270.
20)【参 照 条 文 】
CPO第261条 〔裁 判 上 の 自 白 〕 ① 当 事 者 の 一 方 の 主 張 した 事 実 は,訴 訟 の 進
行 中 口 頭 弁 論 に お い て,又 は 受 命 裁 判 官 若 し く は 受 託 裁 判 官 の 調 書 に 対 して 相
手 方 が 自 白 した 限 り に お い て,そ の 証 明 を 必 要 と し な い 。
② 裁 判 上 の 自 白 の効 力 に つ い て は そ の 受 諾 を 必 要 と し な い 。
同 第262条 〔略 〕
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CPOの立法者は,裁 判上の自白を 「裁判官の確信を規定する単なる証拠方
法ではなくて,証 拠放棄によって惹起 される係争権利についての処分」である
として定式化す るが,こ れは,裁 判上の自白に訴訟上の処分効果を認めた もの
であり,殊 にサ ヴィニーによって明確化 された普通法訴訟上の裁判上の自白法
理を口頭主義,随 時提出主義の採用 にもかかわらず,堅 持することを明らかに
したものであった21)。したがって,CPOは,事 実 自白を,普通法訴訟学説 と
同様に,当 事者の処分行為 として位置づけていたのであり,こ うした処分行為
性が否定されるのは,その後の学説の展開の結果である22)。また,CPOは 「法
律関係の自白」について明文の規定 を置いてはいなかったものの,普 通訴訟法
学説におけると同じく,当然 に事実 自白同様に取 り扱うというのが起草者の意
思であったということが既に古 くから指摘されている23)。
(2)しか し,ド イツ大 審院 は,「法律 関係 の 自白」 の取 り扱 い につ き,CPO
の起草 者 の立 場 とは異 な る立場 を採 る こと とな る。早 くも,CPOが 成立 した
直後 の1883年に,強 制競売 に付 された原告 の不動 産の上 に被 告が質権 を有す る
との点 に関 して当事 者 の一致 が あっ たケー ス にお いて,次 の ように述べ た24)
(〔D1〕RGH.Civilsenat,Urt.v.29.Mai1883)。
同第263条〔自白の撤回〕 撤 回は,撤 回す る当事者が,自 白が真実 に合致せず
かつそれが錯誤 にいでたることを証明するときに限 り,裁判上の自白の効力に
影響す る。 この場合 自白はその効力を失 う。
同第277条〔放棄〕 口頭弁論 において原告が主張 した請求権 を放棄 し,被 告が
棄却を申し立てた ときは,訴 えは放棄に基づ き請求 とともにi棄却することを要
する。
同第278条〔認諾〕 当事者 の一方が 自らに対 し主張された請求を口頭弁論にお
いて全部又 は一部認諾 したときは,右 当事者に対 し,申 立てにより認諾に応 じ
て敗訴判決 をなすことを要する。
石川明 『ドイツ民事訴訟法典』法務資料450号(1992年)によった。
21)CPOの立法過程 についての詳細は,拙 稿 ・前掲注2)(2)489頁以下参照。
22)ビューロー以降の学説の展 開によって,裁 判上の 自白に関するZPOの 規定の構
造理解が変質 したことについては,拙 稿 ・前掲注2)(3)975頁以下参照。
23)v.Canstein,AnerkennungundGestandnisZZP1(1879),S.340Anm.120;ア胱 か
maak,DasgerichtlicheGestandnis,AcP88(1898)S.61f.
24)RGZ,10,364.
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「それ(裁 判上の 自白)は ,そ れによって一方当事者が相手方 に対 して相手方の
義務 に属す る証明を免除するところの処分行為である。 しか し,証 明の対象は事実
上の主張に限られ るのであって(§255C.P.0.)25),それか ら引 き出される帰結 を含
まない(§261,264C.P.0.)26)。仮 にサヴィニー 『現代 ローマ法体系 〔第7巻 〕』45
頁にしたが って法律関係 も自白されうるということが認め られた として も,こ のこ
とはやは り法律概念(売 買,消 費貸借)の 引用が個別的な要素へのそれ自体の解体
と等 しく考 えられる,非 常に単純な性質の法律 関係 についてのみ当てはまる27)(本
件 では,単 純な法律概念 ではな く,む しろ法的評価 に関す る陳述 の一致にす ぎない
として,結 論 として裁判所に対す る拘束力 を否定)」。
ここでは,証 明 の対 象が 「事実」 に限 られる こ とか ら,「法律 関係」 につ い
ての 自白の成 立が否定 され たわけであ るが,た しか に裁判上 の 自白の効力 とし
ては 「証 明を要 しない」 との効 果が規定 されてい るわけであ るか ら,法 律 実証
主義的 な実 定法の解釈 とい う面 か らは,そ れ な りの説 得力の ある もの であった
ので はないか と思 われ る。続 いて,1893年の判決 は先 の判決 を引用 しつつ,自
己の所有 していた果樹 が被告 に よって切 り倒 された として損害賠償 を求 め られ
た被告が,原 告の果樹 に関す る所 有権 を争 わ なか ったケース につ き次 の ように
述 べて いる28)(〔D2〕RGVI.Civilsenat,Urt.v.21.Dezemberl893)。
「同 じく所有権 を認める旨の陳述であっても,事 実関係が単純 な事案で事実の 自
25)【参照条文】
CPO第255条① 各当事者は,事 実上の主張の証明若 しくは弁駁のために用い
る証拠方法 を摘示 して証拠の申し出をし,か つ,相 手方が提出 した証拠方法に
つ き陳述をしなければならない。
② 各証拠方法に関す る証拠の申し出及びこれに対す る陳述については第6節 乃
至第10節においてこれを定める。
26)【参照条文】
CPO第264条 〔顕著な事実〕裁判所 に顕著な事実 は証明を要 しない。
石川 ・前掲注20)によった(本 条は,ZPO第291条に対応する条文である)。
27)もっとも,サヴィニーのこの箇所の記述 は 「裁判外の自白」についての ものであっ
て,「裁判上の 自自」 についての ものではない。Savigny,Systemdesheutigen
r6mischenRechts,Bd.7,1848,S.45.
28)RGZ,32,407.
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白と見られる場合 と,事案が複雑で相手方のした法的評価を認めたと見 られる場合
とがあり,本件は後者に該当するから,被告は陳述を自由に撤回することができ,
その限りで裁判所も拘束力を受けない。」
以上のような ドイッ大審院の初期の判例によれば,一 方で,「非常に単純な
性質の法律 関係」にあたれば有効 な裁判上の自白が成立 し,他方で,「法的な
評価 についての一致」は裁判所 を拘束 しないとい うことになる。
もっとも,その後,1904年の ドイッ大審院判決は,一 方当事者が特定物の所
有者である旨の陳述が問題 となったケースにつき,相 手方の所有権 を認めると
の陳述 は訴訟上の処分行為たる性質を持つとした上で,次 のように述べてい
る29)(〔D3〕RGVH.Civilsenat,Urt.v.15.April1904)。
「その直近の効果は相手方に主張責任および証明責任を免れしめることにある。
撤回によってもこの効果は消滅しない。撤回が自白の原因としての錯誤の証明とい
う要件のもとにのみ顧慮されるか,撤回はこの要件がなくとも意義を有するかは,
不問に付することができる。なぜなら,この自認(Zugestandnis)はいずれにせよ,
全く自認がなかった場合のように,相手方が今や主張=証明義務を負うのではなく,
反駁義務は撤回当事者にあるからである。」
この判例によって,法律関係についての自白には 「相手方の主張責任お よび
証明責任を免れしめる効果」があるということが明 らかにされた。
(3)以上のように,ド イツの判例は,CPOの 立法者の意図に反 して,法 律
関係については裁判上の自白は成立しない,と の立場 を打 ち出し,この方向を
進んでいった。た しかに,証 明の対象が 「事実」 に限られることから,「法律
関係」 についての自白の成立を否定することは,法 律実証主義的な実定法の解
釈 という面からは,説得力のあるものであったのか もしれない。 しか し,それ
にもかかわらず,判 例 〔D3〕が,法 律関係についての自白に一定の拘束力 を
認めていることか らすれば,こ うした法律実証主義的な解釈には,や はり一定
の問題があったということにはならないであろうか。いずれにせ よ,判例にお
29)RGZ,58,54.
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いてはいわゆる 「権利 自白」なる概念は問題 とされてはいない ようであ り,む
しろこれは学説に由来するものと思われる。そうだ とすれば,ドイツの学説が,
どのような背景の下に 「権利自白論」を打ち立てたのかが明 らかにされなけれ
ばならない。
